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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第2四半期連結
累計期間

第84期
第2四半期連結
会計期間

第83期

会計期間
自平成20年4月 1日
至平成20年9月30日

自平成20年7月 1日
至平成20年9月30日

自平成19年4月 1日
至平成20年3月31日

売上高（百万円） 24,150 12,392 37,433

経常利益（百万円） 2,065 675 2,023

四半期（当期）純利益（百万円） 1,086 337 919

純資産額（百万円） － 6,219 5,512

総資産額（百万円） － 42,351 39,290

1株当たり純資産額（円） － 276.26 244.82

1株当たり四半期（当期）純利益

（円）
48.24 14.98 40.82

潜在株式調整後1株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） － 14.69 14.03

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,920 － 4,936

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,931 － △1,552

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,031 － △1,949

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ 8,847 5,889

従業員数（人） － 1,094 1,025

　（注）1．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載していな

い。

　2．売上高には、消費税等は含んでいない。

3．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【事業の内容】

　当第2四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更はな

い。また、主要な関係会社における異動もない。　

３【関係会社の状況】

　当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年9月30日現在

従業員数（人） 1,094  

　（注）1.従業員数（嘱託40名を含む）は、平成20年9月30日現在の就業人員である。なお、当社グループから当社グループ

外への出向者並びに当社グループ外から当社グループへの出向者はいない。

2.平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。

(2）提出会社の状況

　 平成20年9月30日現在

従業員数（人） 942  

 （注）1.従業員数（嘱託33名を含む）は、平成20年9月30日現在の就業人員である。なお、当社から他社への出向者（20

名）を除いており、他社から当社への出向者はいない。

　2.平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため、記載を省略している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第2四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの生産実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

船舶事業 9,193

陸上事業 448

合計 9,642

　（注）1.金額は当第2四半期連結会計期間の製造原価によっている。

2.セグメント間の取引については相殺消去している。

3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。

(2）受注実績

　当第2四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの受注実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
受注高 受注残高

金額（百万円） 金額（百万円）

船舶事業 1,491 167,520

陸上事業 36 38

サービス事業 86 －

合計 1,615 167,559

　（注）1.前期に受注したもので、当第2四半期連結会計期間に値引、値増のあったものは受注高で修正した。

2.セグメント間の取引については相殺消去している。　

3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。

(3）販売実績

　当第2四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円）

船舶事業 11,918

陸上事業 387

サービス事業 86

合計 12,392

　

　（注）1.総販売高に対する割合が10％以上の販売先に対する販売実績は次のとおりである。

 販売先 工事内容 総販売高に対する割合・金額

 PEONY SHIPHOLDING S.A. コンテナ船1隻建造　
　35％～40％

（4,337～4,956百万円）

当第2四半期連結会計

期間 
RIVER SPRING CORPORATION 自動車運搬船1隻建造 

　40％～45％  

（4,956～5,576百万円）

 合計  
　80％～85％

（9,913～10,533百万円）

2.セグメント間の取引については相殺消去している。　

　3.上記の金額には、消費税等を含んでいない。
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２【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1)業績の状況　

　

当第2四半期連結会計期間における当社グループの経営状況は、鋼材をはじめ資機材価格の高騰等コストアップ要

因もあり、予断を許さない経営環境で推移した。

　このような状況のもと、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高は123億92百万円、営業利益は6億97百

万円、経常利益は6億75百万円、四半期純利益は3億37百万円となった。

　受注高については、鋼材価格の上昇傾向を把握しながらの受注活動であったこと等から16億15百万円となった。こ

の結果、受注残高は、1,675億59百万円となった。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

　

①船舶事業

新造船工事は、原油・鋼材・資機材価格の高騰によるコストアップ要因の中、戦略的な資材費対策、投資設備の有効

活用による業容の拡大、コスト削減を行った。

　改修船工事についても、好調な海運市況から受注環境は改善され、その中で顧客ニーズ（品質・納期）への的確な対

応とコスト削減を行った。

　このような状況のもと、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高は119億18百万円、営業利益は12億74百

万円となった。

　また、受注高については、改修船35隻、その他を含め14億91百万円となった。この結果、受注残高は、新造船33隻、改修

船25隻、その他を含め1,675億20百万円となった。

　

②陸上事業

当社として船舶事業に特化したことで、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高は3億87百万円、営業利

益は0百万円となった。

　また、受注高については、36百万円となった。この結果、受注残高は、38百万円となった。

　

③サービス事業　

 個人消費は、堅調さが見られるものの、本格的な回復には至らず厳しい環境が続いた。

このような状況のもと、当第2四半期連結会計期間の業績については、売上高は86百万円、営業損失は11百万円と

なった。

また受注高については、86百万円となった。　

　

なお、上記の金額には、消費税等を含んでいない。
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(2)財政状態の分析　

（資産） 

当第2四半期連結会計期間末における資産の残高は、423億51百万円となり、前連結会計年度末に比べて30億60百万円

増加した。

　流動資産の主な増加内訳は、前受金の増加等による現金及び預金が29億69百万円増加したことと、前連結会計年度末に

仕掛中であった新造船を5隻売上に計上したことにより仕掛品が12億92百万円減少したこととの差引増加である。

　固定資産の主な増加内訳は、単身寮・工場建屋の建設・土地の購入等による有形固定資産が7億65百万円増加したこと

である。　

　

（負債）　

当第2四半期連結会計期間末における負債の残高は、361億31百万円となり、前連結会計年度末に比べて23億52百万円

増加した。

　負債の主な増加は、新造船工事の前受金が27億7百万円増加したことと、長期借入金が4億43百万円減少したこととの差

引増加である。

　

（純資産）　

　当第2四半期連結会計期間末における純資産の残高は、62億19百万円となり、前連結会計年度末に比べて7億7百万円増

加した。

  これは、主に利益剰余金が7億48百万円増加したことである。

　

（3）キャッシュ・フローの状況　

当第2四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、88億47百万円となった。　

　

　当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりである。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　営業活動の結果獲得した資金は、33億30百万円となった。

　 これは、主として税金等調整前四半期純利益と減価償却費合計9億23百万円の計上と前受金の増加20億91百万円であ

 る。

　

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、13億64百万円となった。

　これは、主として固定資産の取得による支出13億72百万円である。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　財務活動の結果使用した資金は、4億33百万円となった。

　これは、主として長期借入金の返済による支出4億75百万円である。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第2四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はない。

　

　(5)研究開発活動

　該当事項なし。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第2四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　①重要な設備の新設

当第2四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった単身寮の建設及び土地の

取得については、平成20年7月末に完了し、8月から入寮を開始している。

　

　②重要な設備の除却等

　該当事項なし。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年9月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成20年11月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 22,530,000 22,530,000

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第二部

－

計 22,530,000 22,530,000 － －

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

(3)【ライツプランの内容】

該当事項なし。　

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額

（百万円）

資本金残高

（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

自平成20年7月 1日　

至平成20年9月30日
－ 22,530 － 1,200 － 416
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(5)【大株主の状況】

　 平成20年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＫＡＬＥＩＤＯ ＭＡＲＩＮＥ

　

投資事業有限責任組合

東京都港区南麻布1丁目1－4 7,749 34.39

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北1丁目7－89 4,473 19.85

株式会社広島銀行

（常任代理人　資産管理サー

ビス信託銀行株式会社）

広島市中区紙屋町1丁目3－8

（東京都中央区晴海1丁目8番12号）
1,095 4.86

株式会社損害保険ジャパン　

　

東京都新宿区西新宿1丁目26－1　

　
632 2.80

エイチエスビーシーブローキ

ングセキュリティーズアジア

 （常任代理人　香港上海銀行東

京支店）

 3/F HUTCHISON HOUSE 10 H

ARCOURT ROAD,

 CENTRAL HONG KONG

（東京都中央区日本橋3丁目11番1号）

417 1.85

ミズホセキュリティーズアジ

アリミテッドクライアントア

カウント 　

 （常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決済

業務室）

 SUITES 901-907, CITIC TOWER 1 TIM MEI

 AVENUE, CENTRAL HONG KONG

（東京都中央区日本橋兜町6番7号）

404 1.79

シティグループグローバル

マーケッツインク

 （常任代理人　日興シティグ

ループ証券株式会社）

 388 GREENWICH STREET NEW YORK,N.

Y.

 10013 U.S.A．

（東京都千代田区丸の内1－5－1）

377 1.67

ドイチェバンクアーゲーロン

ドンピービーノントリティー

クライアンツ613　

 （常任代理人　ドイツ証券株式

会社）　

TAUNUSANLAGE 12,

 D-60325 FRANKFURT AM

MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GER

MANY

（東京都千代田区永田町2丁目11番1号）

　

360 1.59

二神　勇 広島県尾道市 316 1.40

ＪＦＥスチール株式会社  東京都千代田区内幸町2丁目2-3 290 1.28

合計 － 16,113 71.51
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(6)【議決権の状況】

　

①【発行済株式】

　 平成20年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）

普通株式　　 15,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,457,000 22,457 －

単元未満株式 普通株式　　 58,000 － －

発行済株式総数 22,530,000 － －

総株主の議決権 － 22,457 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれている。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれている。

　

②【自己株式等】

　 平成20年9月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

（自己保有株式）

内海造船㈱　

広島県尾道市瀬戸

田町沢226番地の6
15,000 － 15,000 0.07

計 － 15,000 － 15,000 0.07

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年

4月 5月 6月 7月 8月 9月

最高（円） 425 479 510 424 393 352

最低（円） 370 380 414 374 349 280

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部の市場相場である。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、第1四半期連結会計期間（平成20年4月1日から平成20年6月30日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年8月7日内閣府令第50号）附則第7条第1項第5号ただし

書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第2四半期連結会計期間（平成20年7月1日から平成20年

9月30日まで）及び当第2四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成20年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,901 5,931

受取手形及び売掛金 2,298 1,623

商品 8 9

仕掛品 15,500 16,792

原材料及び貯蔵品 156 109

その他 1,530 1,678

貸倒引当金 △35 △25

流動資産合計 28,360 26,120

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※
 2,777

※
 2,211

構築物及びドック船台（純額） ※
 1,634

※
 1,635

機械装置及び運搬具（純額） ※
 2,432

※
 2,569

土地 4,565 4,462

その他（純額） ※
 1,184

※
 951

有形固定資産合計 12,594 11,829

無形固定資産

その他 75 80

無形固定資産合計 75 80

投資その他の資産

投資有価証券 489 554

その他 892 766

貸倒引当金 △61 △61

投資その他の資産合計 1,320 1,259

固定資産合計 13,990 13,169

資産合計 42,351 39,290
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（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間末
(平成20年9月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,925 9,287

短期借入金 2,142 2,393

未払費用 1,175 1,353

未払法人税等 896 738

前受金 17,451 14,743

船舶保証工事引当金 61 45

その他 643 1,019

流動負債合計 32,296 29,581

固定負債

長期借入金 865 1,308

再評価に係る繰延税金負債 1,184 1,184

退職給付引当金 1,730 1,655

役員退職慰労引当金 53 47

固定負債合計 3,834 4,196

負債合計 36,131 33,778

純資産の部

株主資本

資本金 1,200 1,200

資本剰余金 672 672

利益剰余金 2,898 2,150

自己株式 △5 △4

株主資本合計 4,766 4,018

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 43 83

土地再評価差額金 1,410 1,410

評価・換算差額等合計 1,453 1,494

純資産合計 6,219 5,512

負債純資産合計 42,351 39,290
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第2四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第2四半期連結累計期間
(自　平成20年4月 1日
　至　平成20年9月30日)

売上高 24,150

売上原価 20,627

売上総利益 3,522

販売費及び一般管理費

給料及び手当 241

役員退職慰労引当金繰入額 7

貸倒引当金繰入額 10

その他 1,157

販売費及び一般管理費合計 1,416

営業利益 2,106

営業外収益

受取利息 8

受取配当金 7

その他 4

営業外収益合計 20

営業外費用

支払利息 35

支払保証料 17

その他 8

営業外費用合計 61

経常利益 2,065

特別損失

固定資産除却損 167

特別損失合計 167

税金等調整前四半期純利益 1,898

法人税、住民税及び事業税 860

法人税等調整額 △47

法人税等合計 812

四半期純利益 1,086
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第2四半期連結会計期間
(自　平成20年7月 1日
　至　平成20年9月30日)

売上高 12,392

売上原価 10,828

売上総利益 1,563

販売費及び一般管理費

給料及び手当 107

役員退職慰労引当金繰入額 3

貸倒引当金繰入額 3

その他 750

販売費及び一般管理費合計 865

営業利益 697

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 1

その他 0

営業外収益合計 9

営業外費用

支払利息 17

支払保証料 8

その他 5

営業外費用合計 31

経常利益 675

特別損失

固定資産除却損 100

特別損失合計 100

税金等調整前四半期純利益 575

法人税、住民税及び事業税 276

法人税等調整額 △39

法人税等合計 237

四半期純利益 337
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第2四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,898

減価償却費 691

受取利息及び受取配当金 △16

支払利息 35

固定資産除却損 167

売上債権の増減額（△は増加） △675

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,246

仕入債務の増減額（△は減少） 480

前受金の増減額（△は減少） 2,707

引当金の増減額（△は減少） 108

その他 △902

小計 5,742

利息及び配当金の受取額 15

消費税等の還付額 898

利息の支払額 △32

法人税等の支払額 △704

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,920

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △1,945

その他 14

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,931

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 41

長期借入金の返済による支出 △735

配当金の支払額 △336

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,031

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,957

現金及び現金同等物の期首残高 5,889

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,847
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第2四半期連結累計期間
（自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日）

会計処理基準に関する事項の

変更

 たな卸資産の評価に関する会計基準

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、主として個別法及び総平均

法による原価法によっていたが、第1四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第9号　平成18

年7月5日）が適用されたことに伴い、主と

して個別法及び総平均法による原価法（収

益性の低下による簿価切り下げの方法）に

より算定している。　　　

 これにより、損益に与える影響は軽微で

ある。

【簡便な会計処理】

 
当第2四半期連結累計期間 
（自　平成20年4月 1日 
 至　平成20年9月30日）

1．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　当第2四半期連結会計期間末の貸倒実績率

等が前連結会計年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸

倒見積高を算定している。

2．たな卸資産の評価方法　 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益

性の低下が明らかなものについてのみ正味

売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法

によっている。

3．固定資産の減価償却費の

算定方法　

　定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算出する方法によっている。

4．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

がないと認められるので、前連結会計年度

において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によって

いる。　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項なし。
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【追加情報】

当第2四半期連結累計期間 
（自　平成20年4月 1日 
 至　平成20年9月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

 当社及び連結子会社は、平成20年度税制改正に伴い、第1

四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数の見直しを

行っている。

  これにより、当第2四半期連結累計期間の営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ70百万円

減少している。

　なお、事業の種類別セグメントの影響額は、当該箇所に記

載している。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第2四半期連結会計期間末
（平成20年9月30日）

前連結会計年度末
（平成20年3月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、16,127百万円であ

る。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、15,664百万円であ

る。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第2四半期連結累計期間
（自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年9月30日現在）

現金及び預金勘定 8,901百万円

預入期間3ケ月超の定期預金 △54

現金及び現金同等物 8,847

（株主資本等関係）

当第2四半期連結会計期間末（平成20年9月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自　平成20年4月1日　至　平成

20年9月30日）

1．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　22,530千株

　

2．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　15千株

　

3．新株予約権等に関する事項

　該当事項なし。

　

4．配当に関する事項

配当金支払額　

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年6月26日
定時株主総会

普通株式 337 15  平成20年3月31日  平成20年6月27日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第2四半期連結会計期間（自平成20年7月1日　至平成20年9月30日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 11,918 387 86 12,392 － 12,392

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 429 226 655 △655 －

計 11,918 816 313 13,047 △655 12,392

営業利益又は営業損失（△） 1,274 0 △11 1,263 △565 697

当第2四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年9月30日）

 
船舶事業
（百万円）

陸上事業
（百万円）

サービス事
業
（百万円）

合計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 23,558 422 169 24,150 － 24,150

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 474 365 839 △839 －

計 23,558 897 534 24,990 △839 24,150

営業利益又は営業損失（△） 3,051 △9 △23 3,017 △911 2,106

　

 （注）1．事業区分の方法は製品の種類・性質・製造方法等の類似性に基づく製品系列によっている。

2．各区分に属する主要な製品の名称

(1)船舶事業 貨物船・自動車航送旅客船・コンテナ船・自動車専用運搬船等の商船建造及び各種船

舶・艦艇の改造修理等。

(2)陸上事業 土木建設、太陽光発電システムの設置、農作物栽培装置。

(3)サービス事業 ホテルの経営、物品の販売等。

　

3．追加情報

有形固定資産の耐用年数の変更

　        当社及び連結子会社は、平成20年度税制改正に伴い、第1四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数の見直し

を行っている。これにより従来の方法によった場合と比較して、当第2四半期連結累計期間の船舶事業の営業利益

は70百万円減少し、陸上事業、サービス事業、消去又は全社の営業損失は、それぞれ0百万円増加している。

【所在地別セグメント情報】

　当第2四半期連結会計期間（自平成20年7月1日　至平成20年9月30日）及び当第2四半期連結累計期間（自平成20

年4月1日　至平成20年9月30日）において、在外連結子会社及び支店がないため記載していない。
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【海外売上高】

当第2四半期連結会計期間（自平成20年7月1日　至平成20年9月30日）

 アジア ラテンアメリカ 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 5,512 5,300 10,812

Ⅱ．連結売上高（百万円）   12,392

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
44.48 42.78 87.26

（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。　

2．各区分に属する主な国又は地域　

(1)アジア （シンガポール）

(2)ラテンアメリカ （パナマ）

　3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載し

ている。

当第2四半期連結累計期間（自平成20年4月1日　至平成20年9月30日）

 アジア ラテンアメリカ その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 8,435 10,718 302 19,455

Ⅱ．連結売上高（百万円）    24,150

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
34.93 44.38 1.25 80.56

　（注）1．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

2．各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア （シンガポール）

(2)ラテンアメリカ （パナマ）

(3)その他の地域 （リベリア）

3．海外売上高は、連結子会社が本邦以外の国又は地域に対して輸出していないため、当社の海外売上高を記載し

ている。
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（１株当たり情報）

１．1株当たり純資産額

当第2四半期連結会計期間末
（平成20年9月30日）

前連結会計年度末
（平成20年3月31日）

1株当たり純資産額 　   276円26銭　 1株当たり純資産額 　244円82銭　

　（注）　1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
当第2四半期連結会計期間末
（平成20年9月30日）

前連結会計年度末
（平成20年3月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 6,219 5,512

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額
（百万円）

6,219 5,512

普通株式の発行済株式数（千株） 22,530 22,530

普通株式の自己株式数（千株） 15 14

1株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（千株）

22,514 22,515

　

２．1株当たり四半期純利益

当第2四半期連結累計期間
（自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日）

1株当たり四半期純利益   48円24銭　

　

　 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。　

1株当たり四半期純利益   14円98銭　

　

　 なお、潜在株式調整後1株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。　

　

　（注）　1株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第2四半期連結累計期間
（自　平成20年4月 1日
至　平成20年9月30日）

当第2四半期連結会計期間
（自　平成20年7月 1日
至　平成20年9月30日）

四半期純利益（百万円） 1,086 337

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,086 337

期中平均株式数（千株） 22,515 22,514
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（重要な後発事象）

　該当事項なし。

２【その他】

該当事項なし。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月13日

内海造船株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 日根野谷　正人　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 奥　井　康　夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている内海造船株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、内海造船株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

　2．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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